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令和５年度第１回やさしい未来都市会議 会議資料

テーマ：人口減少地域総合対策

１．東広島市の地域別人口の推移
(１) 町別の人口推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2
(２) 生産年齢人口の流出
(３) 人口減少地域の人口動態（例：豊栄町・安芸津町）
(４) 人口減少による様々な問題点

２．人口減少地域総合対策の現状・・・・・・・・・・・・・・・７
(１) 人口減少地域総合対策の概要
(２) 人口減少地域総合対策の実施状況
(３) 人口減少地域総合対策の今後の方向性

３．先進事例
(１) 先進事例紹介の前に・・・・・・・・・・・・・・・・・１１
(２) 先進事例①新潟県長岡市
(３) 先進事例②島根県江津市
(４) 先進事例③㈱キヌヤ

４．先進事例の成功要因（仮説）・・・・・・・・・・・・・・２１



2国勢調査人口より

市中心部やJR山陽本線沿線などでは人口増加が続いているものの、
周辺地域は高齢化及び人口減少に伴う過疎化が進展している。

１．- (１) 町別の人口推移



3国勢調査人口より

１．- (２) 生産年齢人口の流出
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4２０２２年１月から１２月の本市の人口動態

１．- (３) 人口減少地域の人口動態（例：豊栄町）

・全体では人口減少。その主要因は自然減。社会増減では増加しているが、若い世代
の人口減少が進んできた結果、社会減が落ち着いて来ている可能性がある。

・福富町や河内町でも同様の傾向がある。
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１．- (３) 人口減少地域の人口動態（例：安芸津町）

・人口減少の主要因は自然減だが、転出超過、転居もマイナスと増要因が無い。
・男性の転入転出が多いが、外国人登録の影響。
・西条への転居が多い。
・外国人を除き、特に若い世代の転出が多い。

２０２２年１月から１２月の本市の人口動態
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【人口減少により生じる様々な問題点】

・地域活動の担い手不足による地域コミュニティの維持が困難

・地域の支え合いの力（地域防災力など）が弱体化

・産業の担い手不足による地域経済の弱体化

・スーパーや病院などの減少による生活基盤の弱体化

・空き家の増加 など

これらが負のスパイラルとなり、更なる人口減少を招く。

１．- (４) 人口減少による様々な問題点

本市の令和５年度予算にて

「人口減少地域総合対策」を本市が直面する主要課題の１つと位置づけ

組織を挙げて力強く着実な取組みを進めるものとしている。
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２．人口減少地域総合対策の現状

令和５年度予算のポイント

「住みたい、住み続けたい」と思える、
活力を維持した地域をつくりだす。

【地域内での経済循環の促進】
・生産活動の活性化
・所得の向上
・消費の拡大

【生活環境の整備】
・住宅
・子育て
・教育
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２．- (１) 人口減少地域総合対策の概要

① 地域に活性化をもたらす特性を活かしたまちづくり
・それぞれの地域の多様性に着目し、特色を活かした個別の拠点づくりや施策を推進
することで、地域の特色を活かしたまちづくりを進めていく。

② 地域内での生産を強化
・地域内での生産力を強化するため、意欲ある農業者の新たなチャレンジを支援する
とともに、地場産品の出荷、流通を促進する。

③ 地域内での所得を拡大
・地域内の就業者を増やし所得を増加させるため、人口減少地域において、移住者の
創業を支援するとともに、子育て世代の新規就農を支援する。

④ 地域内での消費、支出の拡大
・地域内での消費を増やし、地域外へのお金の流れを抑制するため、学校給食への地
場産野菜の供給拡大や⺠間企業と連携した地場産品の商品化に取組む。

⑤ 住みやすい環境を提供
・住みやすい環境を整えるため、人口減少地域における空き家のリフォームや浄化槽
整備支援を拡充するとともに、小規模校において特色のある教育活動を推進する。
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２．- (２) 人口減少地域総合対策の実施状況

令和５年度の実施状況

① 地域が行う移住定住や生活機能の維持へ向けた取組みの支援
・地域への移住定住にかかる住居の確保支援（八本松町吉川地区）
・集落機能の維持に係る「小さな拠点」形成の検討（志和町志和堀地区）

② 地域内での生産の強化
・福富地域における地域内循環モデルの構築

③、④ 起業等による地域内の所得の拡大
・移住等創業支援補助金＜Ｒ５年度河内町１件＞
・特定地域づくり事業協同組合による従事者の確保

⑤ 住みやすい住宅の提供
・空き家リフォーム支援
・浄化槽設置整備の促進
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２．- (３) 人口減少地域総合対策の今後の方向性

① 住み慣れた地域で住み続けるために必要な機能の形成
・・・いわゆる「小さな拠点」の形成

→ 暮らし続けられる地域へ

②、③、④ 地域内経済循環
・・・長期的目線で地域の力を強化する

⑤ 移住定住の促進
・・・人口減少に対する短期的なカンフル剤

地域内経済

循環の強化
稼ぐ力の強化

生活の源となる

雇用の増加
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３．- (１) 先進事例紹介の前に

暮らし続けられる地域を目指すには・・・

【専門家の意見】

（一社）持続可能な地域社会総合研究所 所長 藤山 浩氏

・田園回帰の流れを進めていくためには、人や経済を地域の中で循環させる
循環型社会へ、構造を転換していくことが必要。

・「所得の１％取り戻し」を提唱
※「所得の１％取り戻し」…毎年、外から買う量を100から99に減らし、

１ほど、地域内で原材料から創り始める

（株）日本総合研究所 主席研究員 藻谷 浩介氏

・「地消地産」を提唱
※「地消地産」…その土「地」で「消」費するものは極力「地」元「産」にする



12総務省「ローカル10,000プロジェクト活用ハンドブック」より

３．- (１) 先進事例紹介の前に

地域内経済循環（地域で稼いだ所得を地域内で循環させる構造）
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３．- (２) 先進事例① 新潟県長岡市

総務省「ローカル10,000 プロジェクト優良事例集」より

新潟県長岡市
人口：259,030人
面積：891.05㎢
人口密度：290.7人/㎢

東広島市
人口：196,608人
面積：635.16㎢
人口密度：309.5人/㎢
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３．- (２) 先進事例① 新潟県長岡市

「地方への人の流れの創出」に向けた効果的移住定住推進施策事例集(2021.3総務省）より
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３．- (２) 先進事例①のポイント

②⇒生産販売

㈱美松が地域の資金、

人材、資源を活用して

生産・販売

③分配

・従業員や地元飯米生産

者に所得分配

・飯米生産者の所得向上

④支出

例：米粉生産者が地域内で

原材料を仕入れ

⑤生産・販売への還流

地域内産業への波及

地元菓子メーカー
㈱美松

①地元産の米粉を活用した
アレルギー対応の防災食開発

ポイント①
中心となる組織が存在

ポイント②
地域資源を活用した核となる
ビジネスアイデアが存在

ポイント③
開発された商品の収益性の見
込みがしっかりしている

ポイント④
ビジネスの開発段階で人的
ネットワークを形成

ポイント⑤
地元生産者の所得安定化、
背景にある地域課題の解決に
つながっている

ポイント⑥
行政による創業支援体制

長岡高専
加工技術開発

新潟薬科大学
分析

長岡市
イニシャルコスト支援

地元飯米
生産者

北越銀行等
融資

官公庁・学校
・保育園など

販売収入 所得分配

地元従業員

NPO等
普及啓発

長岡
にこっとくらぶ
モニタリング

背景にある地域課題：米価下落、生産者の高齢化による農業の衰退
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３．- (３) 先進事例②島根県江津市

H29.12内閣官房 「移住・定住施策の優良事例集（第１弾）」より

人口：22,959人(R2国調)
面積：268.24㎢
人口密度：85.5人/㎢
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３．- (３) 先進事例②島根県江津市

H29.12内閣官房 「移住・定住施策の優良事例集（第１弾）」より



②⇒生産販売

受賞者が地域の資金、
人材、資源を活用し

て事業実施

③分配

・従業員や地元生産者

に所得分配

・地元生産者の所得向上

④支出

例：生産者が地域内で
原材料を仕入れ

⑤生産・販売への還流

地域内産業への波及
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３．- (３) 先進事例②のポイント

①地域課題解決につながる
ビジネスプランコンテストを開催
・受賞者への起業支援

NPO 法人てごねっと石見
を中心とした

起業家支援コンソーシアム

江津市

地元生産者

日本海信用金庫

域内・域外
消費者

販売収入 所得分配

地元従業員

江津商工会議所
桜江商工会

ビジネスプランコンテスト
受賞者が起業

コンテスト受賞者が駅
前活性化に取組むなど

更なる波及効果

ポイント①
中心となる組織が存在

ポイント②
地域資源を活用した核となる
ビジネスアイデアが存在
継続的にビジネスアイデアが
創出される仕組みが存在

ポイント③
金融機関等によるビジネスの
収益性の審査

ポイント④
ビジネスの実施段階で人的
ネットワークを形成

ポイント⑤
地元生産者の所得安定化、
背景にある地域課題の解決に
つながっている

ポイント⑥
行政による移住支援体制

行政・不動産事業者
による空き家への
移住・定住支援

背景にある地域課題：地場産業の低迷・人口減少
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３．- (４) 先進事例③

売上の2割、25億円の域内循環が地域の力に。島根県のスーパー「キヌヤ」に学ぶ
“地産率”の上げ方 | greenz.jp グリーン（https://greenz.jp/2020/04/30/kinuya/）」より

事業実施主体：㈱キヌヤ

売上に占める
地産品割合

2010年 8％

2020年 18.3％

地産品の割合を増やして地域経済の活性化に取り組むスーパー
【事例概要】
・2010年より、全売上の2割を地産品にしようと目標数値を決め、2020年現在

18.3％まで地産品の割合を増やしてきた。
【特徴】
・登録済みの生産者であれば誰でも野菜をおいてよく、売れ残った分は生産者が
引き取る消化仕入販売。

・12〜15％がキヌヤに入る以外はつくり手の取り分になる。
・述べ400人が登録済みで、毎月野菜を持ってくるのは約200人。
・年間生産量が少ないメーカーの場合、スーパーとの取引は難しいと言われるが、
キヌヤの場合、数や値段のみが理由で取引不可になることはない。
ただし季節によっては偏りが生じないようバランスを取って品揃えしている。

・青果に限らず食品、加工品、日用品など多岐にわたる。(来店動機の向上)
【地産品割合を増やす理由】
・当初の動機は、大手に対抗するため、ﾛｰｶﾙﾌﾞﾗﾝﾄﾞLBをﾅｼｮﾅﾙﾌﾞﾗﾝﾄﾞ(NB)や
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ(PB)に次ぐ第3の柱とするためだった。

・現在、LBが顧客の来店動機になっている。
【更なる取組み】
・地産地消だけではなく、すでに消費されているものを地元でつくる“地消地産”の
後押しとして、地元企業との新商品開発や、既存地元産品を改良し、NB・PBを
LBに置き換える取組みを推進。
（例：地元の牛乳「メイプル牛乳」。キヌヤが益田市内の牧場と製乳会
社をつなぎLBに。地元の生乳だけを使った新鮮さが売りで、今や年間
5000万円を売り上げる人気商品に。）

・新LB商品が別のスーパーで販売され、外貨を稼ぐ商品に育つ流れも。
・売り場を持つ小売店だからこそ、メーカーが安心してつくり始められる。

㈱キヌヤ
・益田市の本店を中心に浜田、江
津、
萩と島根から山口県にかけて21
店舗を運営

・アルバイト等を含め860人が働く
年商150億円のスーパー
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３．- (４) 先進事例③のポイント

②⇒生産販売

㈱キヌヤが地域の

生産物を販売

③分配

・従業員や地元生産者に

所得分配

・地元生産者の所得向上

④支出

例：地元生産者が地域内で
原材料を仕入れ

⑤生産・販売への還流

地域内産業への波及

㈱キヌヤ

①地元産品の取扱量の増加や
地元生産者との新商品開発・
商品改良による新LB立ち上げ

地元生産者 地元生産者

地元生産者

地元生産者

地元生産者

所得分配

地元従業員

域内・域外
消費者

販売収入

ポイント①
中心となる組織が存在

ポイント②
地域資源を活用した核となる
ビジネスアイデアが存在

ポイント③
ビジネスの収益性を確保しな
がら運営

ポイント④
ビジネスの実施段階で人的
ネットワークを形成

ポイント⑤
地元生産者の所得安定化につ
ながっている



②生産・販売

③分配

・従業員や地元生産者

に所得分配

・地元生産者の所得向上

④支出

地元生産者が地域内で
原材料を仕入れ

⑤生産・販売への還流

地域内産業への波及

創業支援・移住支
援による創業者・
移住者の増加

21

４．先進事例の成功要因（仮説）

③核となる地域資源を活用した
ビジネスアイデア

②中心となる
人物・組織

市役所

地元生産者

地域金融機関

域内・域外
消費者

販売収入 所得分配

地元従業員

商工会議所
商工会

成功要因①
背景に地域課題・社会課題が存在

成功要因②
中心となる人物・組織・場が存在

成功要因③
核となるビジネスアイデアが存在

・地域資源を活用したもの
・収益性が見込めるもの
・地域課題の解決につながるもの
（外部からの募集や金融機関による
審査など工夫が存在）

成功要因④
ビジネスの開発段階や実施段階に
人的ネットワークを形成

成功要因⑤
当該ビジネスにより雇用創出や地
元生産者の所得安定化につながっ
ている

成功要因⑥
創業支援や移住支援体制が存在

地元生産者

④人的ネットワークを形成

⑤雇用創出＋所得安定化

⑥創業支援・
移住支援体制

①地域課題・社会課題


